
1/15
全国市長会会報第 601 号 平成 12 年 10 月 15 日

全 国 市 長 会 会 報         

第 601 号  平成 12 年 10 月 15 日

目            次

◎　会の動き

　○　諸会議の経過

　　◇　理事会          ２

　　◇　財政分科会・都市税制調査委員会合同会議    ７

　　◇　社会文教分科会          ８

　　◇　新産都市協議会・工業整備特別地域都市協議会合同正副会長会議    ９

　　◇　水産都市協議会役委員会    ９

　　◇　松くい虫対策推進会議          10

　○　社会文教分科会へのオブザーバー参加について        10

　○　要望・陳情等

　　◇　被災者住宅再建支援促進小委員会において意見陳述    11

　　◇　土地改良制度の改正に関する意見を提出    11

◎　医療保険福祉審議会・運営部会    11

◎　社会保障構造の在り方について考える有識者会議    11

◎　平成 12 年度市町村長及び市町村議会議長自治大臣表彰式    12

◎　農林水産省「21 世紀における農村地域の将来像」について第 2 回意見募集を実施  12

◎　地方自治研究機構「行政評価講習会―新たな自治体経営と行政評価―」の開催について 12

◎　３市に災害救助法適用される    14

◎　市長の選挙      14

◎　行事予定    14

全国市長会調査広報部

　〒102-8635

　  東京都千代田区平河町 2-4-2

　  TEL03-3262-2316　 FAX03-3263-5483

　  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.mayors.or.jp



2/15
全国市長会会報第 601 号 平成 12 年 10 月 15 日

◎　会の動き

○　諸会議の経過

◇　理事会

　　 10 月 4 日、全国都市会館において理事会を開催した。

　　赤崎会長あいさつの後、歌手・法務省篤志面接委員・保護司の千葉紘子氏

から「子供たちの健やかな成長を願って」と題して講演が行われた。

　　次いで、秋本事務総長から、①平成 13 年度地方関係予算要求概要、②諸会

議の開催状況等、③平成 13 年度全国市長会主要会議の開催予定、④各市と

本会との間の情報連絡の方法等について報告があり、了承された。

　　引き続き協議に入り、同日午前開催の社会文教分科会から緊急に上程され

た「21 世紀を支える青少年の育成に関する緊急意見（案）」について同分科

会委員長の杉浦安城市長から、また、「平成 13 年度都市税制改正に関する意

見（案）」について財政分科会委員長の細田志木市長からそれぞれ提案理由の

説明があり、別記１及び別記２のとおり決定した。これら意見については、

直ちに関係方面に提出することとした。

　　なお、本会議に先立ち、正副会長会議を開催し、理事会の運営等について

協議した。

（別記１）

21 世紀を支える青少年の育成に関する緊急意見

最 近 に お け る 少 年 に よ る 凶 悪 犯 罪 の 続 発 は 、 ま こ と に 憂 慮 す べ き

事 態 で あ り 、ま た 、学 校 教 育 に お い て も い わ ゆ る 学 級 崩 壊 な ど 、種 々

の 問 題 が 発 生 し て い る 。 こ れ ら の 根 底 に は 、 戦 後 の 我 が 国 社 会 に 生

じ て き た 人 間 性 や 社 会 性 の 喪 失 な ど 、 社 会 全 体 を 通 ず る 根 深 い 問 題

が あ る と 思 わ れ る 。

一 方 、 グ ロ ー バ ル 化 や 技 術 革 新 が 著 し い 速 度 で 進 む な か 、 豊 か な

地 域 社 会 を 築 い て い く た め に は 、 そ れ ぞ れ の 青 少 年 が も つ 能 力 を 最

大 限 に 発 揮 さ せ 、 創 造 力 あ ふ れ る 人 づ く り を 進 め る こ と が 重 要 で あ

る 。

学 校 教 育 に お い て も 様 々 な 努 力 が 行 わ れ て い る が 、 こ れ ら は 、 も

は や 学 校 教 育 の み で 対 処 で き る 問 題 で は な い 。 人 間 性 豊 か で 創 造 性

に 富 み 、 そ れ ぞ れ に 目 標 を 持 っ て 行 動 す る 人 材 を 育 成 す る た め に は 、

学 校 の み で な く 家 庭 や 地 域 な ど 我 が 国 社 会 を 挙 げ て 、 真 剣 に 取 り 組
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む こ と が 必 要 で あ る 。 我 々 と し て も 21 世 紀 を 支 え る 青 少 年 の 健 や か

な 成 長 に 重 大 な 関 心 を も っ て 臨 み 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 創 意 工 夫 を

生 か し つ つ で き る 限 り の 努 力 を し な け れ ば な ら な い と 考 え て い る 。

国 に お い て は 、 教 育 改 革 国 民 会 議 を 設 け る な ど 、 今 後 の 教 育 の あ

り 方 に つ い て 検 討 を 進 め て い る が 、 引 き 続 き こ の 問 題 に 全 力 を 尽 く

し 、 教 育 に お け る 家 庭 、 地 域 、 そ し て 学 校 の 果 た す べ き 役 割 と 連 携

の あ り 方 及 び 関 連 す る 諸 制 度 に つ い て 検 討 す る と と も に 、 都 市 自 治

体 の 取 組 み に 対 し 必 要 な 支 援 協 力 を 行 う な ど 、 さ ら に 積 極 的 に 対 処

さ れ る よ う 要 請 す る 。

　　平成 12 年 10 月 4 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全 国 市 長 会        

（別記２）

平 成 1 3 年 度 都 市 税 制 改 正 に 関 す る 意 見

平 成 1 2 年 1 0 月        

全 国 市 長 会        

都市財政は、不況による税収の落込みに加え、経済対策としての減税、公共

事業等の実施が重なり、その危機的状況は一段と深刻化している。

また、連続する巨額の財源不足を地方債の増発や地方交付税特別会計の借入

れを中心として補ってきた結果、個々の地方公共団体の財政構造が急激に悪化

したほか、地方交付税特別会計の借入れが平成 12 年度末で 38 兆円に達するな

ど、地方財政全体としての構造的な問題が重大となっている。

一方、都市自治体は、介護保険や国民健康保険の運営、ダイオキシン対策・

リサイクル推進・地球温暖化対策などの廃棄物・環境対策、中心市街地の活性

化、多方面にわたる都市基盤の整備、さらには高度情報化への対応など、数多

くの課題に直面している。また、地方分権推進一括法が施行され、地方分権が

一段と現実味を増すにつれ、都市自治体の責務は益々重要なものとなる。

今後都市自治体が住民との協働の下にこのような責務を果たしていくために

は、必要な施策を実施していくための安定的な税財源の確保が不可欠である。

また、都市税制の基本及びこれに伴う税収は、国の法律によって決定される

仕組みであり、いわゆる課税自主権の行使のみによって必要な財源を確保でき
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るものではない。

したがって、国においては、平成 13 年度の税制改正に当たり、地方財政の危

機的状況を十分認識しつつ、都市自治体が自ら行政改革を徹底するなかで、介

護保険その他円滑な自治運営を行っていくことができるよう、都市税源の安定

確保のため、国・地方の役割分担を踏まえた税源配分の見直しなどを含め、下

記事項について必要な措置を講ずるよう要請する。

記

１　税源移譲等による都市税源の充実強化について

地 方 分 権 の 進 展 に 伴 う 都 市 自 治 体 の 役 割 の 高 ま り を 視 野 に 入 れ

つ つ 、地 方 の 歳 出 規 模 と 地 方 税 収 入 の 乖 離 を で き る だ け 縮 小 す る と

い う 観 点 に 立 っ て 、所 得 税 か ら 個 人 住 民 税 へ の 、ま た 、消 費 税 か ら

地 方 消 費 税 へ の 税 源 移 譲 等 を 含 む 抜 本 的 な 税 制 改 正 を 進 め 、都 市 税

源 の 充 実 強 化 を 図 る こ と 。

２ 　 個 人 住 民 税 の 充 実 確 保 に つ い て

　 ( 1 )市 町 村 の 基 幹 税 目 で あ る 個 人 住 民 税 は 、 こ れ に よ り 地 域 社 会 の

費 用 を 住 民 が 広 く 応 能 ・ 応 益 負 担 し て い る 税 で あ り 、安 定 性 と 伸

長 性 を 有 す る 極 め て 重 要 な 税 で あ る こ と を 踏 ま え て そ の 充 実 を

図 る こ と 。

　 ( 2 )株 式 等 譲 渡 益 に 係 る 申 告 分 離 課 税 方 式 へ の 一 本 化 に つ い て は 、

改 正 済 み の 法 律 の 規 定 ど お り 、 平 成 13 年 4 月 1 日 か ら 実 施 す る

こ と 。

　 ( 3 )個 人 住 民 税 均 等 割 の 税 率 を 引 き 上 げ る こ と 。 ま た 、 個 人 住 民 税

均 等 割 の 納 税 義 務 を 負 う 夫 と 生 計 を 一 に す る 妻 に 対 す る 均 等 割

な ど 均 等 割 の 非 課 税 措 置 を 見 直 す こ と 。

　 ( 4 )生 命 保 険 料 控 除 及 び 損 害 保 険 料 控 除 に つ い て は 、 そ の 創 設 目 的

に 鑑 み 廃 止 を 含 め た 見 直 し を 行 う こ と 。

　 ( 5 )利 子 ・ 配 当 所 得 に 対 す る 課 税 の あ り 方 に つ い て は 、 税 負 担 の 公

平 を 図 る 見 地 か ら 、 適 切 な 見 直 し を 行 う こ と 。
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３ 　 法 人 住 民 税 の 充 実 確 保 に つ い て

　 ( 1 )法 人 所 得 課 税 に つ い て は 、 都 市 行 政 と の 関 わ り の 大 き さ 、 都 市

税 源 と し て の 重 要 性 等 を 考 慮 し 、法 人 住 民 税 と し て の 市 町 村 へ の

配 分 割 合 を 充 実 す る こ と 。ま た 、地 方 税 全 体 と し て の 安 定 確 保 の

た め 、こ れ ま で 地 方 六 団 体 が 要 望 し て い る 法 人 事 業 税 の 外 形 標 準

課 税 の 導 入 を 早 期 に 実 現 す る と と も に 、導 入 に 当 た っ て は 法 人 住

民 税 等 関 連 す る 税 制 の 取 扱 い に つ い て も 十 分 配 慮 す る こ と 。

　 ( 2 )法 人 住 民 税 均 等 割 の 税 率 を 引 き 上 げ る こ と 。

　 ( 3 )日 本 銀 行 に つ い て は 、 国 庫 納 付 金 が 所 得 の 算 定 上 損 金 に 算 入 す

る こ と と さ れ て い る た め 国 庫 納 付 金 の 多 寡 に よ っ て 法 人 住 民 税

の 税 収 に 大 幅 な 変 動 を 来 た す な ど の 問 題 が あ る の で 、こ れ ら に つ

い て 根 本 的 な 見 直 し を 行 い 、安 定 し た 税 収 入 を 確 保 で き る よ う に

措 置 す る こ と 。

４ 　 固 定 資 産 税 の 安 定 的 確 保 等 に つ い て

(1 )  固 定 資 産 税 に つ い て は 、都 市 の 基 幹 税 目 で あ る こ と か ら 厳 し い

都 市 財 政 の 状 況 を 踏 ま え そ の 安 定 的 確 保 を 図 る こ と 。

　 ( 2 )土 地 評 価 の 均 衡 化 ・ 適 正 化 を 図 り 、 適 切 な 評 価 を 行 う た め 、 地

価 公 示 地 点 の 標 準 地 点 数 を さ ら に 拡 充 す る と と も に 、そ の 設 定 に

当 た っ て は 、 市 町 村 の 意 見 を 十 分 に 反 映 さ せ る こ と 。

　 　 　 ま た 、 都 道 府 県 地 価 調 査 に お け る 基 準 地 点 数 に つ い て も 拡 充 を

図 る こ と 。

　 ( 3 )固 定 資 産 税 に 係 る 評 価 ･課 税 制 度 に つ い て 、 納 税 者 が よ り 理 解

し や す い 仕 組 み に す る と と も に 、税 務 事 務 の 円 滑 化 に 資 す る よ う

更 に 配 慮 す る こ と 。

５ 　 ゴ ル フ 場 利 用 税 の 充 実 強 化 に つ い て

　 　 ゴ ル フ 場 所 在 都 市 に あ っ て は 、 ゴ ル フ 場 関 連 の 財 政 需 要 も あ り 、

ゴ ル フ 場 利 用 税 は 貴 重 な 財 源 で あ る こ と か ら 、そ の 充 実 強 化 を 図 る

こ と 。
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６ 　 事 業 所 税 の 充 実 に つ い て

　 　 事 業 所 税 に つ い て は 、 都 市 環 境 の 整 備 を 推 進 す る た め の 重 要 な

財 源 で あ る こ と か ら 資 産 割 の 税 率 を 引 き 上 げ る と と も に 、新 増 設 分

に つ い て は 、 免 税 点 の 引 下 げ な ど そ の 見 直 し を 行 う こ と 。

７ 　 軽 自 動 車 税 の 充 実 改 善 に つ い て

　 　 軽 自 動 車 税 に つ い て は 、 相 当 長 期 に わ た り 税 率 が 据 え 置 か れ て

い る こ と や 自 動 車 税 と の 間 の 負 担 の 均 衡 を 考 慮 し 、税 率 を 引 き 上 げ

る こ と 。

　 　 な お 、 原 動 機 付 自 転 車 に つ い て は 、 徴 税 効 率 が 極 め て 低 い こ と

に 鑑 み 、課 税 方 法 、課 税 対 象 等 に つ い て 、早 急 に 実 態 に 見 合 っ た 見

直 し を 行 う こ と 。

８   特 別 地 方 消 費 税 の 廃 止 に 伴 う 措 置 に つ い て

  　 特 別 地 方 消 費 税 の 廃 止 に 伴 い 、 こ れ に 代 わ る 適 切 な 税 制 上 の 措

置 を 講 じ る こ と 。

９ 　 環 境 税 制 の 導 入 に つ い て

　 　 い わ ゆ る 環 境 税 制 の 導 入 に 当 た っ て は 、 環 境 施 策 に お い て 都 市

自 治 体 の 果 た し て い る 役 割 及 び 財 政 負 担 を 十 分 勘 案 し た 地 方 税 と

す る こ と 。

1 0　 市 町 村 道 路 財 源 の 充 実 強 化 に つ い て

　 　 市 町 村 道 の 整 備 水 準 及 び 市 町 村 道 に 係 る 特 定 財 源 比 率 は 、 国 に

比 し 依 然 と し て 低 い 現 状 に 鑑 み 、自 動 車 重 量 譲 与 税 等 の 市 町 村 へ の

配 分 割 合 を 引 き 上 げ る な ど 市 町 村 道 路 財 源 の 充 実 強 化 を 図 る こ と 。

1 1　 定 額 課 税 の 見 直 し に つ い て

　 　 入 湯 税 及 び 特 別 と ん 税 に つ い て は 、 相 当 期 間 に わ た っ て 税 率 が

据 え 置 か れ て い る こ と か ら 税 負 担 の 均 衡 、物 価 水 準 の 推 移 等 を 勘 案

し 、 税 率 を 引 き 上 げ る こ と 。
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1 2　 非 課 税 措 置 等 の 整 理 合 理 化 に つ い て

　 　 地 方 税 に お け る 非 課 税 等 特 別 措 置 に つ い て は 、 税 負 担 の 公 平 確

保 の 見 地 か ら よ り 一 層 の 整 理 合 理 化 を 図 る こ と 。

　 　 特 に 、 固 定 資 産 税 等 の 非 課 税 措 置 、 課 税 標 準 の 特 例 措 置 に つ い

て は 、 引 き 続 き 見 直 し を 行 う こ と 。

　 　 ま た 、 国 税 に お け る 租 税 特 別 措 置 に つ い て も 、 引 き 続 き 見 直 し

を 行 い 、 地 方 税 収 を 確 保 す る こ と 。

1 3　 政 令 指 定 都 市 等 に 対 す る 税 制 上 の 措 置 に つ い て

　 　 政 令 指 定 都 市 に つ い て は 、 国 ・ 道 府 県 道 の 管 理 そ の 他 の 事 務 配

分 の 特 例 が 設 け ら れ て い る こ と か ら こ れ ら に 見 合 う 税 制 上 の 特 例

措 置 を 充 実 す る こ と 。

　 　 ま た 、 中 核 市 及 び 特 例 市 に つ い て も 、 事 務 配 分 の 特 例 等 実 態 に

即 し た 税 制 上 の 特 例 措 置 を 設 け る こ と 。

1 4　 航 空 機 燃 料 譲 与 税 の 充 実 に つ い て

　 　 空 港 関 係 市 町 村 に お け る 航 空 機 騒 音 対 策 事 業 、 周 辺 整 備 事 業 等

に 要 す る 経 費 が 増 大 し て い る こ と に 鑑 み 、航 空 機 燃 料 税 の 税 率 を 引

き 上 げ る と と も に 、 市 町 村 に 対 す る 配 分 を 充 実 す る こ と 。

1 5　 税 制 の 簡 素 化 及 び 税 務 事 務 の 効 率 化 に つ い て

　 　 都 市 税 制 に 対 す る 住 民 の 理 解 と 信 頼 を よ り 確 か な も の に し て い

く た め に は 、税 負 担 の 公 平 を 確 保 す る と と も に 、住 民 に 分 か り や す

い 簡 素 な 制 度 と し 、併 せ て 納 税 者 の 事 務 負 担 の 軽 減 等 を 図 り 、税 務

執 行 の 効 率 化 を 図 る こ と が 必 要 で あ る 。

　 　 こ う し た 観 点 か ら 、 引 き 続 き 、 税 制 上 必 要 な 措 置 を 講 じ る ほ か 、

関 係 省 庁 （ 国 税 庁 、 社 会 保 険 庁 、 法 務 局 等 ）・ 都 道 府 県 と の 税 務 行 政

運 営 上 の 協 力 体 制 を 充 実 す る こ と 。

（ 担 当 ： 企 画 調 整 室 ）

◇　財政分科会・都市税制調査委員会合同会議

　　財政分科会（委員長・細田志木市長）及び都市税制調査委員会（委員長・松
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浦高崎市長）は、10 月 4 日、全国都市会館において標記合同会議を開催した。

　委員長の細田志木市長あいさつの後、自治省税務局の小室企画課長から当

面する地方税制の課題について説明を聴取するとともに、質疑応答を行った。

　続いて、「平成 13 年度都市税制改正に関する意見（案）」について審議を

行った結果、特別地方消費税廃止後の代替財源の確保を追加する旨の意見が

出されたものの、その取扱いについては委員長に一任され、原案のとおり了

承し、理事会に提案することとされた。なお、特別地方消費税廃止後の代替

財源の確保については、問題の重要性に鑑み、理事会において同意見（案）

に追加することとされ、文言については委員長に一任することとされた。

　最後に、今後の運営について協議を行い、次回は 11 月 8 日に財 政分科会

を単独で開催することとし、明年度の政府予算等に関する要望案について審

議を行うこととした。

（担当：財政部）

◇　社会文教分科会

　　10 月 4 日、全国都市会館においてオブザーバーの市長も多数出席のもと社

会文教分科会（委員長・杉浦安城市長）を開催した。

　　委員長のあいさつの後、厚生省の宮島大臣官房総務審議官から「平成 13

年度厚生労働省予算概算要求について」説明を聴取し、質疑応答を行った。

次いで、文部省の本間大臣官房総務審議官から「当面の教育行政について」

説明を聴取し、質疑応答を行うとともに、今後の教育のあり方について活発

な意見交換を行った。

　　続いて、委員長から、教育に関するこれまでの議論を踏まえ、｢21 世紀を

支える青少年の育成に関する緊急意見 (案)｣に ついて提案があり、審議の結

果、これを原案のとおり採択し、同日午後開催の理事会に上程することとし

た。

　　最後に、今後の運営について協議し、次回は、明年度国の施策及び予算に

関する要望(案 )について協議するため、11 月 8 日に社会文教分科会、国民健

康保険対策特別委員会、介護保険対策特別委員会の合同会議として開催する

こととし、その際、教育委員会制度のあり方についても引き続き意見交換を

行うこととし、社会文教分科会のメンバー以外の市長であっても、希望によ

りオブザーバーとして出席いただくこととした。その他、本分科会の運営に

ついては、正副委員長等と協議のうえ適切に対処することとした。

（担当：社会文教部）
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◇　新産都市協議会・工業整備特別地域都市協議会合同正副会長会議

　　新産都市協議会（会長・中里八戸市長）及び工業整備特別地域都市協議会

（会長・三好福山市長）は、10 月 4 日、麹町会館において、合同の正副会長

会議を開催した。

  　新産都市協議会会長の中里八戸市長の挨拶の後、 国土庁の田巻地方産業振

興室長から「地方産業振興をめぐる最近の動向について」の説明を聴取した。

  　続いて、議事に入り、「新産業都市の建設及び工業整備特別地域の整備促進

に関する要望（案）」を原案どおり決定するとともに、関係各省に要望するこ

ととした。

  　今後の運営について協議した結果、国の状況の推移に応じて適宜対応する

ことと併せ、秋季総会については、11 月 9 日に開催することとした。

（担当：行政部）

◇　水産都市協議会役員会

　水産都市協議会（会長・黒見境港市長）は、10 月 4 日、全国都市会館にお

いて役員会を開催した。

　会長あいさつの後、水産庁の黒木漁政課長から、平成 13 年度水産関係予算

の概算要求状況等について、説明を聴取し質疑応答を行った。

　引き続き議事に入り、「水産関係予算の確保に関する要望（案）」について

協議した結果、これを原案どおり決定し、関係方面に要望することとした。

　次に、今後の運営について協議した結果、決定した要望に基づき、水産関

係予算の確保に向け、関係方面に対し要望運動を行うこととし、大蔵原案内

示以降については、状況に応じて適宜対応していくこととした。

　　本協議会宛に八戸市から要望のあった新日中漁業協定発効に伴う漁業振興

対策等について協議した結果、各市の状況を調査し要望することとし、文案

等については会長一任とした。また、水産庁から協力依頼があったかつおの

消費拡大については、会長名で全市へ消費拡大についての協力依頼をするこ

ととした。

（担当：財政部、経済部）

◇　松くい虫対策推進会議

松くい虫対策推進会議（委員長・水谷伊勢市長）を、10 月４日、全国都市

会館において開催した。
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委員長あいさつの後、来賓として臨席の林野庁の前田指導部長からあいさ

つをいただくとともに、同庁の小栗森林保護対策室長から平成 13 年度松くい

虫対策関係予算の概算要求状況等について説明を聴取し、質疑応答を行った。

次に、事務報告及び委員の補充について報告があり、これを了承した。

続いて、「松くい虫被害対策の充実強化に関する要望（案）」について審議

した結果、これを原案のとおり決定した。

　　今後の運営等について協議した結果、松くい虫対策関係予算の確保のため、

決定した要望に基づいて委員各市長が地元選出国会議員に対し要望運動を行

うとともに、必要に応じ正・副委員長と協議の上、適宜、適切に要望運動を

展開していくこととした。

（担当：経済部）

○　社会文教分科会へのオブザーバー参加について

　10 月 4 日に開催された社会文教分科会においては、今後の教育のあり方に

つ い て意 見交 換を 行い 、「 21 世 紀を 支 え る青 少年 の育 成 に 関す る緊 急 意 見

（案）」を採択し、理事会に上程いたしたところでありますが、引き続き下記

により教育委員会制度のあり方等について文部省をはじめ関係市長と意見交

換を行うことといたしましたので、社会文教分科会所属以外の市長にもオブ

ザーバーとして参加いただきますようご案内いたします。なお、参加希望の

ご連絡をいただきましたなら改めて開催通知を送付させていただきますので

よろしくお願い申し上げます。

記

社会文教分科会・国民健康保険対策特別委員会・介護保険対策特別委員会合同会議

１．日　時　平成 12 年 11 月 8 日（水）　午前 10 時 30 分

２．場　所　全国都市会館 ３階 第 1 会議室

３．議　事　10： 30～ 12： 30 教育委員会制度のあり方に関する意見交換

　　　　　　13： 30～ 15： 30 介護保険及び医療保険制度に関する意見交換

　　　　　　15： 30～ 16： 00 要望案の審議、事務報告等

４．連絡先　全国市長会社会文教部（担当：山口、大友）

　　　　　　電話０３－３２６２－２３１８

（担当：社会文教部）
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○　要望・陳述等

◇　被災者住宅再建支援促進小委員会において意見陳述

　去る 9 月 27 日、超党派国会議員による「自然災害から国民を守る国会議

員の会」が設置した「被災者住宅再建支援促進小委員会」に本会及び全国町

村会が出席し、同小委員会が検討している「被災者住宅再建支援法案（仮称）」

の実務上の問題点等について、本会の行政分科会委員長の沢田横須賀市 長及

び財政分科会副委員長の堀江伊勢原市長が意見陳述を行った。

（担当：行政部）

◇　土地改良制度の改正に関する意見を提出

  　現在、国では土地改良制度の見直しが行われている。本会では、自治運営

上の重要な問題であるため、10 月 2 日付で「土地改良制度の改正に関する意

見」を国へ提出した。

  　なお、提出した意見は、本会のホームページに掲載している。

　（http://www.mayors.or.jp）

（担当：経済部）

◎　医療保険福祉審議会・運営部会

　　医療保険福祉審議会・運営部会（部会長・塩野谷祐一 国際医療福祉総合研

究所副所長）が、9 月 27 日、厚生省において開催された。

　　部会では、厚生省から、今臨時国会（第 150 回国会）に再提出された健康

保険法等の一部を改正する法律案、平成 13 年度厚生労働省予算概算要求、

平成 11 年度政府管掌保険収支決算及び最近の医療費の動向について報告が

あった。

　　なお、本会からは、喜多守口市長（介護保険対策特別委員会委員長）が委

員として出席した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当：社会文教部）

◎　社会保障構造の在り方について考える有識者会議

　　内閣総理大臣主宰の「社会保障構造の在り方について考える有識者会議」

（第 11 回）が、10 月 2 日、内閣総理大臣官邸において開催された。

　　会議では、起草委員会から提示された報告書の素案について討議を行った。

　　次回は 10 月 24 日に開催することとした。

（担当：社会文教部）
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◎　平成 12 年度市町村長及び市町村議会議長自治大臣表彰式

　10 月 5 日、ルポール麹町において、平成 12 年度市町村長及び市町村議会

議長自治大臣表彰式が挙行された。

　表彰式では、西田自治大臣から、永年在職（在職 20 年以上）の現市長３名、

元市長３名に対し表彰状が伝達された。

　被表彰者は次のとおり。

　石川次夫・名取市長、吉野和男・元府中市長、宮﨑雅好・元坂戸市長、荻

野幸和・黒部市長、中根鎭夫・元岡崎市長、山田豊三郎・大津市長。

　なお、式典には、来賓として増田衆議院地方行政委員長、朝日参議院地方

行政警察委員長、赤崎本会会長などが臨席した。

（担当：総務部）

◎　農林水産省「21 世紀における農村地域の将来像」について第２回意見募集を実施

　　農林水産省では、「農村地域の将来像」を取りまとめるため、第 1 回意見募

集の意見・提言をもとに、「21 世紀における農村地域の将来像（素案）」を作

成し、これに対する意見を広く国民から募集している。募集は 10 月 30 日ま

で。詳細は農林水産省のホームページに掲載されている。

  アドレス   http://www.maff.go.jp./www/public/seisaku.html

  問合せ先   農林水産省構造改善局計画部地域計画課

               電話 ０３－３５０２－００３０

◎　地方自治研究機構「行政評価講習会―新たな自治体経営と行政評価―」の開催について

　分権化時代の到来と共に、自治体経営の新たな手法として、行政評価の導

入の必要性が叫ばれてきています。しかしながら、都道府県及び指定都市を

除けば、行政評価はわずかな自治体で導入されているにすぎません。また、

導入している自治体においても、検討すべき事項が山積しているのが実情で

す。本講習会では、行政評価の理念、国の取組、自治体の実践例について紹

介し、自治体経営の参考に供します。多くのみなさまのご参加をお待ちして

おります。

募集要項

□主　　催　　財団法人　地方自治研究機構

□後　　援　　自治省、総務庁、全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、
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全国市議会議長会、全国町村会、全国町村議会議長会

□開催日時　　平成 12 年 11 月 27 日（月）9:30～ 16:00（受付開始 9:00）

□会　　場　　日本消防会館大ホール（ニッショーホール）

　　　　　　　　東京都港区虎ノ門 2―9―16

□募集定員　　300 名

□対 象 者    　　地方公務員、地方議員、研究機関職員その他

□日　　程　　 　 　 09:30～；　挨拶

　　　　　　　　　　　　　石原　信雄（財団法人地方自治研究機構理事長）

　　　　　　　 　 　 10:00～；　理念／基調講演：行政評価の現状と課題

　　　　　　　　　　　　　星野　芳昭（JMA日本能率協会グループ行政改革プロデューサー）

　10:45～；　国の取組１：国における政策評価の考え方

　　　　　　　　　　　　　砂山　裕（総務庁行政監察局企画調整課政策評価

制度法制化担当室上席副監察官）

　11:30～；　昼食

　12:45～；　国の取組２：行政評価の導入の方法と留意点

　　　　　　　　　　　　　篠原　俊博（自治省行政局行政体制整備室課長補佐）

　13:30～；　実践１：札幌市における事業評価システム

　　　　　　　　　　　　　岩佐　有三（札幌市総務局行政部都市経営室都市経営課主査）

　14:15～；　休憩

　14:30～；　実践２：行政評価が変える新宿区政

　　　 　 　 木村　純一（新宿区企画部企画課長補佐）

　15:15～；　実践３：総合発展計画の達成手段としての施策、

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業評価システムについて

　　 　 　 　 　 　 　 　 菅井　秀一（岩沼市総務部税務課納税係長）

□参 加 費    　　当機構賛助会員／7,000 円　一般参加者／9,000 円　学生／3,000 円

　　 　 ※１　当日の資料集及び後日郵送いたします講演録等の代金を含みます。

　※２　参加費は、当日受付にてお支払い下さい。

　（振り込み等、別のお支払い方法をご希望の方はご相談下さい）

□申込方法　　①氏名、②団体・法人名・部署名（学生の方は学校・学部・学科名）、

　　　　　　　③ご連絡先（住所・電話・FAX・E-mail アドレス）を明記の上、

　　　　　　　下記問い合わせ先まで郵送、FAX または E-mail にてお申し込み下さい。

□締 切 日    　　11 月 20 日（月）

□申込及び　　財団法人地方自治研究機構　調査研究部　斎藤、上野、桑野、金城

　問 合 先    　　〒102－0082　東京都千代田区一番町 25 番地　全国町村議員会館３階
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◎　 ３市に災害救助法適用される

　　鳥取県西部を震源とする地震により、多くの被害を生じた３市に災害救助

法が適用されました。

　　被災地の皆様に心からお見舞い申し上げます。

　米子市（鳥取県）10 月 6 日付、境港市（鳥取県）10 月 6 日付

　安来市（島根県）10 月 6 日付

（担当：総務部）

◎ 　市長の選挙

（選挙日） （市  名） （市 長 名） （当 選  回  数）

10 月 8 日 静 岡 県 袋 井 市 　豊  田   舜   次 四  選

（担当：総務部）

◎　行事予定

 月   日     時   間           会    議    名                    所   管        場    所

10 月 19 日 13： 30 事 業 所 税 都 市 連 絡 協 議 会 研 究 会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室      

10 月 22 日

～ 11 月 4 日

欧 州 都 市 行 政 調 査 団 調 査 広 報 部

10 月 26 日

～ 27 日

第 62 回 全 国 都 市 問 題 会 議 調 査 広 報 部 長   野   市

10 月 27 日 11： 00 平 成 12 年 度 全 国 民 間 空 港 関 係

市 町 村 協 議 会 事 務 担 当 者 研 究 会

財 政 部 運 輸 省 東京国際

空港第１庁舎

11 月  1 日 10： 30 廃 棄 物 処 理 対 策 特 別 委 員 会 幹 事 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室      

12： 00 港 湾 都 市 協 議 会 役 員 会 経 済 部 赤坂プリンスホテル

五 色 「 紺 青 」

13： 30 介 護 保 険 対 策 特 別 委 員 会 幹 事 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室      
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11 月  8 日 10： 30 社 会 文 教 分 科 会 ・ 国 民 健 康 保 険

対 策 特 別 委 員 会 ・ 介 護 保 険

対 策 特 別 委 員 会 合 同 会 議

社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室      

11： 00 全 国 雪 寒 都 市 対 策 協 議 会 役 員 会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室      

13： 30 行 政 分 科 会 行 政 部 全 国 都 市 会 館

ホ  ー  ル  Ａ

13： 30 財 政 分 科 会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室      

13： 30 経 済 分 科 会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

ホ  ー  ル  Ｂ

16： 00 同 和 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室      

11 月  ９ 日 10： 00 新 産 都 市 協 議 会 ・ 工 業 整 備

特 別 地 域 都 市 協 議 会 合 同 総 会

行 政 部 全 国 都 市 会 館

大  ホ  ー  ル

10： 00 街 路 事 業 促 進 会 議 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室      

10： 30 温 泉 所 在 都 市 協 議 会 総 会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室      

10： 30 廃 棄 物 処 理 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室      

正   午 正 副 会 長 会 議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

正 副 会 長 室      

13： 30 理 事 ・ 評 議 員 合 同 会 議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

大  ホ  ー  ル

11 月  14 日

～ 23 日

第 8 次 中 国 市 長 代 表 団 来 日 調 査 広 報 部

（ 担 当 ： 企 画 調 整 室 ）

※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。


